第４回『新しい公共』づくりをめざした市民と民主党の政策形成プロジェクト（4月14日）

「温暖化対策基本法案」の問題・課題 
　　　　　　　　　　　　　　　浅岡美恵（気候ネットワーク）
１　法案策定のプロセスと今後の地球温暖化対策について
（特に、地球温暖化対策基本法案第３３条について）　
(1)法案策定のプロセスについて
· 「新しい公共」の概念に、国･地方自治体における地球温暖化対策など環境政策の形成過程への市民・NGO・NPOの役割とその参加の確保の視点が盛り込まれることを期待します。

· 地球温暖化対策基本法案は、民主党の旧法案や選挙公約及び鳩山首相の昨年9月の国連環境特別総会での演説を骨格として策定されるものと期待されていました。また、国内経済や国際合意の推進役としての役割を担うためにも、国際交渉対応とは別の視点で国内対策がとられるべきであると思います。
産業界は法案策定のプロセスを透明性に欠けると批判していますが、結果として、法案には、基本原則、中期目標、国内排出量取引制度、再生可能エネルギーなど重要な論点で、今後の具体化によるところがありますが、その影響が強く反映されているようにみえます。NGOの立場でも法案を公表してきましたが、反映のためのプロセスや機会が十分であったとはいえません。
(2)「新しい公共」の視点から、

· 基本法案第３３条に「政策形成への民意の反映等」との条項が設けられ、「地球温暖化対策に関する政策形成に民意を反映し、その過程の公正性及び透明性を確保するため」として、広く事業者・国民の意見を求め、これを考慮して政策形成を行う仕組みの活用を図るとされていることは歓迎されます。

· しかしながら、基本法案第３３条には「地球温暖化対策に関し学識経験のある者、消費生活、労働及び産業の領域を代表する者」のみを明記し、環境保護団体、環境NGO･NPOの記載がありません。NGO･NPOは「学識経験のある者」に加えられているという解釈もありうるのですが、環境NGO･NPOの役割は現在及び将来世代の市民･国民の意見を代弁しようとするものであり、その役割が「新しい公共」という考え方につながるものと考えます。
　また、「広く事業者及び国民」とあるなかに包摂されているとも理解できますが、基本法案第３３条では、上記の意見を求めることの記述に繋げて、「これを考慮して政策形成を行う仕組み」の活用を図るとされていますので、NGO・NPOの位置づけを明記いただくことで、より積極的に評価されることになります。

(3)「民意を反映させるための仕組みづくり」について
・民意を反映させるための仕組みづくりは、あらゆる分野で重要な課題となっています。地球温暖化対策についての民意の反映のための「仕組みづくりのあり方」の検討につきましても、とりわけ、地球温暖化対策に係るNGO・NPOの意見が反映される仕組みとなっていくことが重要です。　どのような仕組みが参加の実を上げるために不可欠であるかをよく理解しているからです。基本法案にNGO･NPOの役割が見えていくことは、今後、そうした視点からの国の施策を強化していくために極めて重要だと考えます。

· 基本法案によって、現政権は国内排出量取引制度や再生可能エネルギー固定価格買取制度など新たな政策の「創設」を打ち出されています。これらの対策の具体的制度設計のあり方は、地球温暖化対策の実効性を左右するものとなりますので、「新しい公共」の具現として、そうした検討の場へのNGO･NPOの参加を、ヒアリング対象とするにとどまらず、政策形成の審議、政策形成の場に参加し、意見をより反映させる機会が確保されることを期待しています。
　申すまでもなく、NGO･NPOの側でも、そうした機会を活用し、役割を果たしていけるように調査研究、研鑽を重ね、政策化能力を高めることが重要と考え、努力してまいります。
２　その余の基本法案の論点・問題点
(1)　目的・目標について
・国連での鳩山演説によって日本の新しい温暖化政策への転換が国内外に示されたことを歓迎しています。2050年80％削減に向けての方向性はより明確になっていくものと思います。国際交渉の場では、交渉上のかけひきから条件づけも必要な場面があると思われますが、国内対策については、産業界や国民・消費者に向けた、排出削減対策をもって新たな経済や雇用を創出し、国際競争力を強化するという明確なメッセージが望まれるところです。
基本法案では、「エネルギー需給の在り方を含め社会経済構造の転換を促進」する方向性を示しつつ、基本原則において既存のエネルギー政策などとの整合性を図るとされているため、その具体的な運営やメッセージとしてわかりにくくなっています。国民の力をあわせていくために、一層、方向性を明確にしていただくことを希望します。

・2050年80％削減目標に加え、コペンハーゲン合意にもありますように、国際交渉では２℃目標を中心に今後の交渉が進められるものと思われます。中期目標はその実現のために重要なものですので、2020年25％削減を掲げられたことはメッセージとして重要ですが、そのためには、中期目標は基本法の制定とともに設定される必要があります。
しかしながら、中期目標の条項は、すべての主要国の国際枠組みの構築と意欲的な中期目標の構築を前提条件とし、その実現後に政令によって施行日を定めるとされていますので、中期目標は施行時期は不明というほかなく、具体的に決定されるまでの間に2012年までの国際削減目標と同レベルの低い削減目標を前提とすることになってしまうことが危惧されます。
(2)　基本原則や中期目標の条件づけの新たな温暖化政策導入の具体化に及ぼす影響について

・中期目標が施行されるまでの間は、10条４項、13条１項後段、附則１条、同２条などをあわせますと、長期目標だけを指標として対策の具体化が図られることになります。基本法案成立後１年以内に成案を得るとされる国内排出量取引制度など新たな重要政策の制度設計議論は、具体的中期目標が設定されないままで行われることが想定され、その影響が懸念されます。
・確実に削減を実現していくために、総量での排出上限枠の設定が前提とされ、これがC&T型取引制度と呼ばれてきている所以です。仮に、国内目標としても条件にかかることとされるのであっても、２℃目標を実現していくためには25％削減目標を前提とした対策が必要であるとの前提で、国際社会で中長期的に評価される温暖化対策を実施していくとの政治的意思が表明される必要があります。また、中期目標不在の間にエネルギー基本計画の改定が先行し、温暖化対策の具体化を制約していく懸念を払拭することも重要な課題です。
· 政権交代を機に日本の地球温暖化対策の大転換が図られ、地球規模で迎える低炭素の時代に、国際競争力の強化、アジアなども視野においた新たな産業や雇用を創出する基盤づくりの出発点となる基本法案としていただきたいと思います。そのためには中期目標の明確化が必要と考えます。
PAGE  
1

